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従業員は社内規則に署名を拒んでも適用されるか

事実経緯

李氏はＡ社に入社、営業主管を担当、Ａ社と期限付きの契約満了後、月給1.3万元、年2回の業績賞与の無期限契約を更新した。

2015年12月、Ａ社はＣ社との売買契約の紛争でＣ社を起訴、開廷後、Ｃ社が裁判官にその半年前に代金8000元をＡ社の当時プロジェクト担当の李氏個人の銀行口座に振込みした証拠を提供し、証言した。

閉廷後、Ａ社は李氏に情況を質し、代金8000元をＡ社に返却するよう求めたが、李氏は知らない振りをし、その代金の返却を拒否した。

後、Ａ社は、更に李氏が業務を利用し、私利私欲を貪った行為を発見したので、李氏の重大な規則制度の違反を理由に、李氏との労働契約を解除した。

李氏は、Ａ社の労働契約の解除が違法行為に当たると考え、労働仲裁を提起し、Ａ社に労働契約の違法解除の賠償金を求めた。
二、仲裁、裁判の焦点

開廷審理際、Ａ社は電子メールの形式で社員全員に「社員規則」の意見を徴集、及び電子メール添付で正式の「社員規則」を送信した証拠を開示し、Ａ社の李氏との契約解除の根拠を証明し、即ち、「社員規則」は民主的な手続き及び公示プロセスを経たものであると主張した。

李某并不否认收到过公司的这几份电子邮件，但是他提出因为自己觉得公司修订《员工手册》的程序和内容都不合法，因此并未仔细阅读过，也未在公司的书面确认书上签字，所以公司就不能依据《员工手册》的规定解除其劳动合同。同时，李某认为自己月薪1万多元，公司以其侵占了8000元就解除劳动合同的理由也是不合法的。
李氏は、Ａ社の数通メールを受信したことをを認めたが、Ａ社の「社員規則」の改定の手順及び内容は合法ではないと思って、よく読まず、Ａ者の書面確認書にもサインしなかったため、Ａ社が「社員規則」によってその労働契約を解除できなく、また、自分の月給が1万元を超え、Ａ社がその代金8000元の着服で契約解除の理由も合法ではないと反論した。

三、仲裁、裁判の結果 

本案は労働仲裁、１審及び2審の裁判を経て、仲裁裁決にしろ裁判判決にしろ何れもＡ社の李氏との契約解除が合法であり、Ａ社が李氏に労働契約違法解除賠償金を払う必要がないと判断した。

四、コメント

１、関連司法解釈と「労働契約法」は、社員規則の効力について民主的な手順を経たか、その内容が合法であるか、労働者に公示したかの三つ方面によって判断されるとしている。

本案のＡ社は改正の「社員規則｣を社員全員に送信、意見徴集の時間を与え、合意した「社内規則」を電子メールで社員全員に送信した。李氏は、「社内規則」の内容及びプロセスを認めないなら、Ａ社の規定時間内にフィードバックできるが、その規則をよく読まず、異議をも申し立てず、自分の権利行使を放棄した行為が規則制度の民主的なプロセスに生じた効力に影響しないものとする。

規則制度の公示は正式、公開、永久あるいは長時間にわたって持続する方法を採用する。会社は後日の労働争議を備え、労働者に社内規則を公示または告知したことを書面に残さなければならない。会社は規則制度をオフィスLAN、OAシステム、電子メールなどの方式を通じて、公示方式を実施し、かつ労働者に直ちに査収、査閲するよう通知、または注意を払った場合、その公示または告知の手順を履行したことを認定できる。

３、労働契約の履行は、労使共に法律、誠実信用の原則に従う。本案の李氏の諸行為は労働契約履行における労働者の果すべき義務及び職業倫理に厳重に違反した。これこそ仲裁委員会と裁判所はＡ社の李氏との労働契約解除の行為が合法であると判断した根拠となっている。

「税務システム｢放管服」改革の更なる深化、税収環境の

最適化に関する若干意見」についての解説

国家税務総局は、2017年9月14日付の「税務システム｢放管服」改革の更なる深化、税収環境の最適化に関する若干意見」（以下、意見という」を公布、施行することを決めた。本稿では30条で構成された「意見」の概要を以下のとおり取りまとめる。

一、改革スケジュール
「意見」が掲げる｢放管服」（「放」とは、地方分権、市場参入の敷居を引下げること。 「管」とは、公正な監督と公平な競争を促すこと。「服」とは、効率的なサービスと便利なビジネス環境を作ること。）の改革はまず、2017年10月から北京、上海、広州、深圳、江蘇省（市）の国税局、地税局が試験的に行い、2018年2月までに税務改革にかかわる一連の措置を打ち出され、納税者の納税手続きの負担を軽減、2018年10月末までに｢放管服」の効果を上げ、2018年10月以降、その他の改革と相まって、税収システムの再構築を実現し、民間の創業意欲、イノベーションの活力を喚起する。
主な任務
１、税務行政承認の最適化。納税者信用スコアによって増値税専用領収書の最高発行金額と発行数量を決め、最高発行限度金額の審査許可を取消し、納税者の生産経営の利便性を図る。

納税者の手続きの簡素化。外地での経営税収管理証明を取消し、オンライン申告審査を通じて、納税者の移転を便利化、登記抹消手続きを簡易化、市場撤退の簡便化を実現する。

税務書類の届出の簡素化。2018年末までに現行の届出書類の4分の1以上を削減。税務届出書類リスト管理を導入し、小型零細企業の財務諸表は、毎月から四半期ごと提出に変更し、税務書類の電子化を推進する。

税務専任管理者制度の改革。属地固定納税者の管理から分類、レベル別管理への転換の要求に従って、税収専任管理者の職責を確定し、リスク対処を重点とする事後管理を行うよう管理モデル転換を実現する。

地税局实名信息双方互认，实现一次采集多次、多处使用。充分利用实名身份信息，简并相关附报资料，优化办税流程，加强信用管理，防范领用、代开发票等各类涉税风险。

実名税務登記の完全な実施。国税局と地税局との間で企業の種類、税務リスクなど要素により、実名情報の採集範囲の確立、連携し、税務システム内部の逃避追跡リスト作り、異常な普通領収書、架空の増値税の発行、脱税、疑われた税金詐欺、異常な世帯、D クラスの信用世帯および他のリスク情報を共有し、地域間の危険監視機能を連携しながら高める。

納税申告の便利化。オンラインの申告機能を提供し、增値税、消費税、企業所得税など税種申告表を減らし、納税者の納税申告準備時間を短縮化する。

税務処罰行政の規範化。各省国税局、地税局は税務行政処罰裁量規準を共同制定し、重大な税務処罰に対して集団審議を行い、行政裁量幅を削減する。


９、電子税務局整備の加速化。各省オンライン税務サービスのアップグレード、電子税務局の統一規準の確立、納税者の申告、納税、領収書の申請、発行のオンライン処理の実現、税務者の納税関連事項の迅速対応を図る。

	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	国家税務総局の「税務システム｢放管服」改革の更なる深化、税収環境の最適化に関する若干意見」『重要法規解説』をご参照下さい）
	2017/09/14


	2
	国家税務総局の「税務行政処罰（簡易）執行文書の改定に関する公告
	2017/09/15

	3
	税関総署の「税関税費電子支払作業手順の簡素化に関する公告」
	2017/09/21

	4
	国家税務総局の「区域を跨る税金に関わる事項申告検査管理制度の更新に関する通告」
	2017/09/30

	5
	国家インターネット情報弁公室の「インターネットグループ情報サービス管理規定」
	2017/10/08

	6
	国家インターネット情報弁公室の「インターネットユーザー公衆アカウント情報サービス管理規定」
	2017/10/08


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は弊所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターを皆様へご参考までにお送りさせて頂いており、弊所弁護士の正式的な法的意見を構成してはおりません。法務をご必要の際は弊所弁護士へその旨を具体的にご相談下さいませ。

注③：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ弊所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）



発行者：上海董孝銘弁護士事務所


　　　　 所長・弁護士  董　孝銘


上海市南京西路881号　


静安新時代13階10室


TEL／021-6122-9507　





編集者：上海董孝銘弁護士事務所





　　　　　　 





目　　次





案件分析





重要法規解説





主要法令








2

